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暫定ケアプランの取扱いについて(通知)
　標記の件について，平成18年５月１日付「暫定ケアプランの取扱いについて」を示しておりましたが，周知徹底のため再度福岡市の取扱いを別紙のとおり通知します。

今後はこれに沿った運用を，お願いします。

(別紙)
平成18年５月１日福岡市保健福祉局介護保険課長通知

改正　平成20年７月22日福岡市保健福祉局監査指導課長通知
暫定ケアプランの取扱いについて

　新規（区分変更）認定などの申請者が，申請時からサービス利用を希望している場合の暫定ケアプランの作成等については，平成18年４月改定介護報酬Ｑ＆Ａ，Ｖｏｌ．２，問52を踏まえ，以下のとおり取り扱うこととする。
１　要介護認定がおりる可能性が高い場合

(１)　暫定ケアプランの作成

利用者は，居宅介護支援事業者と契約を交わし｢暫定居宅サービス計画｣の作成を依頼し，必ずサービス利用前に｢居宅サービス計画作成依頼届出書｣を区役所に提出する。

　　　　　居宅介護支援事業者は，仮に認定の結果が異なった場合でも利用者に給付がなされるよう介護予防及び居宅サービス両方の指定を受けている事業者をケアプラン上に位置づける。
(２)　認定後の取り扱い

　　　①　要介護認定の場合

居宅介護支援事業者が｢居宅サービス計画｣を作成し，給付管理業務は居宅介護支援事業者が行う。

　　　②　要支援認定の場合
居宅介護支援事業者は，地域包括支援センターと速やかに連絡を取り，地域包括支援センターと，介護予防支援業務の委託契約を結び，｢介護予防サービス計画｣の作成を受託する。
利用者は，速やかに｢介護予防サービス計画作成依頼届出書｣を区役所へ提出(この場合の届出日は「居宅サービス計画作成届出書」の届出日に遡る)し，給付管理業務は地域包括支援センターが行い，居宅介護支援事業者は委託料を受け取る。
利用者と居宅介護支援事業者との契約は無効として取り扱う。ただし，居宅介護支援事業者が地域包括支援センターからの委託を受けない場合は，利用者と地域包括支援センターが契約を交わすまでの間は自己作成扱いとなり，その場合は，居宅介護支援事業者は，利用者から区役所へ｢サービス利用票｣が提出されるよう調整する。

２　非該当(自立)・要支援認定がおりる可能性が高い場合
(１)　暫定ケアプランの作成

利用者は，地域包括支援センターと契約を交わし｢暫定介護予防サービス計画｣の作成を依頼し，必ずサービス利用前に｢介護予防サービス計画作成依頼届出書｣を区役所へ提出する。

　　　　　地域包括支援センターは，仮に認定の結果が異なった場合でも利用者に給付がなされるよう介護予防及び居宅サービス両方の指定を受けているサービス事業者をケアプラン上に位置づける。
(２)　認定後の取り扱い

①　要介護認定の場合

地域包括支援センターは，利用者を居宅介護支援事業者へ速やかに引き継ぐ。

「暫定介護予防サービス計画」は，利用者の自己作成扱いとなる(この場合の届出日は「居宅サービス計画作成届出書」の届出日に遡る)ため，地域包括支援センターは，利用者から区役所へ「サービス利用票」が提出されるよう調整する。

②　要支援認定の場合

地域包括支援センターは，｢介護予防サービス計画｣を作成する。

③　非該当(自立)の場合

認定までに利用したサービス利用料は，利用者の自己負担となる。

利用者と地域包括支援センターとの契約は無効として取り扱う。

３　要支援認定か要介護認定がおりるか判断が難しい場合
　(１)　暫定ケアプランの作成

①　地域包括支援センターが｢暫定介護予防サービス計画｣を作成する場合
２の(１)，(２)に同じ。

　　②　居宅介護支援事業所が｢暫定居宅サービス計画｣を作成する場合

利用者は，要支援あるいは要介護のどちらの認定が出ても対応できるように，あらかじめ地域包括支援センターと居宅介護支援事業者の両方と契約等を行い，｢居宅サービス計画作成依頼届出書｣と｢介護予防サービス計画作成依頼届出書｣の両方を区役所へ提出する。

居宅介護支援事業者は，地域包括支援センターとの委託契約を結び，利用者からの依頼を受け｢暫定居宅サービス計画｣もしくは｢暫定介護予防サービス計画｣を作成する。

また，仮に認定の結果が異なった場合でも利用者に給付がなされるよう介護予防及び居宅サービス両方の指定を受けているサービス事業者をケアプラン上に位置づける。
(２)　認定後の取り扱い

①　要介護認定の場合

　　　　　１の(２)の①に同じ。
　　　②　要支援認定の場合

　　　　　１の(２)の②に同じ。
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【問52】　要介護・要支援認定の新規申請，区分変更申請など，認定申請後に要介護度(要支援度)が確定するまでの間のいわゆる暫定ケアプランについては，どこが作成し，また，その際には，介護給付と予防給付のどちらを位置付ければよいのか。
【答】　いわゆる暫定ケアプランについては，基本的にはこれまでと同様とすることが考えられる。したがって，要介護認定又は要支援認定を申請した認定前の被保険者は，市町村に届出の上で，居宅介護支援事業者又は介護予防支援事業者に暫定ケアプランを作成してもらい，又は自ら作成し，当該暫定ケアプランに基づきサービスを利用することが考えられる。
その際、居宅介護支援事業者(介護予防支援事業者)は，依頼のあった被保険者が明らかに要支援者（要介護者）であると思われるときには，介護予防支援事業者(居宅介護支援事業者)に作成を依頼するよう当該被保険者に介護予防支援事業者を推薦することが考えられる。また，仮に居宅介護支援事業者において暫定ケアプランを作成した被保険者が，認定の結果，要支援者となった場合については，当該事業者の作成した暫定ケアプランについては，当該被保険者が自ら作成したものとみなし，当該被保険者に対して給付がなされないことがないようにすることが望ましい。
なお，いずれの暫定ケアプランにおいても，仮に認定の結果が異なった場合でも利用者に給付がなされるよう介護予防サービス事業者及び居宅サービス事業者の両方の指定を受けている事業者をケアプラン上は位置付けることが考えられる。


